
入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020001
事務の名称 道路・水路境界確認事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 民法の規定により官民界の境界を明確にするため。

事務・業務の根拠法
令等

民法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人以上50人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020002
事務の名称 道路・河川等占用許可事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 道路法及び河川法に基づき、道路及び河川について特別使用者の管理を適正に行うため。

事務・業務の根拠法
令等

道路法、河川法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 共通 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人以上50人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020003
事務の名称 河川（水門）管理
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 河川法に基づき、河川及び河川水門を適正に管理する。

事務・業務の根拠法
令等

河川法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 共通 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人未満 業務従事者数 500人未満
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020004
事務の名称 土地借地事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 道路及び水路用地の貸借を行う。

事務・業務の根拠法
令等

地方自治法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書 処理形態 手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020005
事務の名称 土地登記処理事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 村道用地の登記について、適正な登記を行う。

事務・業務の根拠法
令等

不動産登記法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人以上50人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020006
事務の名称 道路用地取得事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 道路法に基づく村道について、整備（改良工事等）に係る用地取得（土地売買契約、分筆・所有権移転・地目変更

等登記、代金支払い等）において、取得土地の土地所有者等に関する情報を調査する。

事務・業務の根拠法
令等

道路法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020007
事務の名称 物件等補償事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 道路法に基づく村道について、取得用地内の物件等（建物、工作物等）の補償において、物件所有者及び財産等

に関する情報を調査する。

事務・業務の根拠法
令等

道路法

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020008
事務の名称 村営住宅家賃算定に係る収入認定事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 市営住宅入居者の収入認定を行い、家賃の決定を行うため。

事務・業務の根拠法
令等

公営住宅法第16条

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 19 番号法主務省令の条項号 第18条第1～12号
番号法別表1の事務
名

19_公営住宅法による公営住宅（同法第二条第二号に規定する公営住宅をいう。以下同じ。）の管理に関する事務
であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

一　公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第十六条第一項若しくは第二十八条第二項の収入の申告の
受理、その申告に係る事実についての審査又はその申告に対する応答に関する事務　～　十二　公営住宅法第四
十八条の条例で定める事項に関する事務

対象者数 100人以上500人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住宅使用料システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 株式会社　福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名 入居者名簿

添付書類名 所得証明書等

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

8 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 整理番号

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

26 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 所得・収入



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020009
事務の名称 住宅使用料収納事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 住宅使用料の収納状況を把握する。

事務・業務の根拠法
令等

公営住宅法第15条

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録・その他 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 19 番号法主務省令の条項号 第18条第1～12号
番号法別表1の事務
名

19_公営住宅法による公営住宅（同法第二条第二号に規定する公営住宅をいう。以下同じ。）の管理に関する事務
であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

一　公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第十六条第一項若しくは第二十八条第二項の収入の申告の
受理、その申告に係る事実についての審査又はその申告に対する応答に関する事務　～　十二　公営住宅法第四
十八条の条例で定める事項に関する事務

対象者数 100人以上500人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住宅使用料システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 株式会社　福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020010
事務の名称 村営住宅入居者管理事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 村営住宅入居者検索、確認する。

事務・業務の根拠法
令等

公営住宅法第15条

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録・その他 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 19 番号法主務省令の条項号 第18条第1～12号
番号法別表1の事務
名

19_公営住宅法による公営住宅（同法第二条第二号に規定する公営住宅をいう。以下同じ。）の管理に関する事務
であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

一　公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第十六条第一項若しくは第二十八条第二項の収入の申告の
受理、その申告に係る事実についての審査又はその申告に対する応答に関する事務　～　十二　公営住宅法第四
十八条の条例で定める事項に関する事務

対象者数 100人以上500人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住宅使用料システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 株式会社　福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020011
事務の名称 村営住宅入居手続事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 同居人異動、同居承認、承継入居承認等の入居者管理のため。

事務・業務の根拠法
令等

玉川村村営住宅管理条例

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録・その他 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成14年9月1日
番号法別表1の項番 19 番号法主務省令の条項号 第18条第1～12号
番号法別表1の事務
名

19_公営住宅法による公営住宅（同法第二条第二号に規定する公営住宅をいう。以下同じ。）の管理に関する事務
であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

一　公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第十六条第一項若しくは第二十八条第二項の収入の申告の
受理、その申告に係る事実についての審査又はその申告に対する応答に関する事務　～　十二　公営住宅法第四
十八条の条例で定める事項に関する事務

対象者数 100人以上500人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住宅使用料システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 株式会社　福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

10 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 性別

11 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 年齢

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

13 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 生年月日等

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020012
事務の名称 住宅使用料滞納整理事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 住宅使用料滞納者に対し督促等の措置を行う。

事務・業務の根拠法
令等

玉川村村営住宅管理条例

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録・その他 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 19 番号法主務省令の条項号 第18条第1～12号
番号法別表1の事務
名

19_公営住宅法による公営住宅（同法第二条第二号に規定する公営住宅をいう。以下同じ。）の管理に関する事務
であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

一　公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第十六条第一項若しくは第二十八条第二項の収入の申告の
受理、その申告に係る事実についての審査又はその申告に対する応答に関する事務　～　十二　公営住宅法第四
十八条の条例で定める事項に関する事務

対象者数 50人以上100人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住宅使用料システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 株式会社　福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020013
事務の名称 村営住宅退去関係事務
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 有 個人情報の区分 特定個人情報
事務の目的及び概要 村営住宅退去者を把握し、退去時修繕を実施する。

事務・業務の根拠法
令等

玉川村村営住宅管理条例

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 有
記録形態 文書・電磁的記録・その他 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 19 番号法主務省令の条項号 第18条第1～12号
番号法別表1の事務
名

19_公営住宅法による公営住宅（同法第二条第二号に規定する公営住宅をいう。以下同じ。）の管理に関する事務
であって主務省令で定めるもの

主務省令に掲げる事
務の内容

一　公営住宅法（昭和二十六年法律第百九十三号）第十六条第一項若しくは第二十八条第二項の収入の申告の
受理、その申告に係る事実についての審査又はその申告に対する応答に関する事務　～　十二　公営住宅法第四
十八条の条例で定める事項に関する事務

対象者数 30人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 住宅使用料システム 外部との電子計算組織の結合 有
システム委託業者 株式会社　福島情報処理センター システム改修等の必要性 有
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名 退去届

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

管理番号 108020015
事務の名称 木造住宅耐震改修診断・耐震改修助成事業
部　署 村長　地域整備課　管理係
個人番号利用事務 なし 個人情報の区分 個人情報
事務の目的及び概要 災害に強いまちづくりを推進するため、木造住宅の耐震改修診断及び耐震改修について補助金の交付を行う。

事務・業務の根拠法
令等

玉川村木造住宅耐震診断者派遣事業実施要綱、玉川村木造住宅耐震改修助成事業実施要綱

個人情報の対象者の
範囲

申請者

事務区分 固有 事務処理委託 なし
記録形態 文書・電磁的記録 処理形態 電子計算機処理・手処理
目的外利用 なし 外部提供 なし
目的外利用の条例根 外部提供の条例根拠
根拠法令等、目的外
利用の具体的提供先

根拠法令等、外部提
供の具体的提供先

開始年月日 平成14年4月1日 変更年月日
廃止年月日 最終更新日 平成27年9月1日
番号法別表1の項番 番号法主務省令の条項号
番号法別表1の事務
名

主務省令に掲げる事
務の内容

対象者数 30人未満 業務従事者数
過去1年以内の漏え なし PIAしきい値判断
番号導入で影響のあ
る条例等

条例等改正の必要性
条例等の改正内容

システムの名称 外部との電子計算組織の結合 なし
システム委託業者 システム改修等の必要性
番号法対応方針等

個人情報ファイル名

添付書類名 申請書

入力者名 大竹　一誠 番号対応備考2
番号対応備考3

その他備考1 その他備考2
その他備考3



入力確認票兼個人番号利用事務調査票

行
選
択

大分類 中分類 項目 収集方法 収集元 業務名 条例の規定 根拠法令 備考
目的外/
外部

1 ○ 個人情報の
収集方法

本人 本人から収
集

9 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 氏名

12 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 電話番号

14 ○ 一般的取扱
事項

基本的事項 住所

30 ○ 一般的取扱
事項

経済状況 口座番号等


